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研究成果の概要（和文）：東日本大震災からの復興では、策定した計画の実装に関わる困難性が顕在化した。本研究は
、ニューオリンズ、四川、ジョグジャカルタ/バンダンアチェ等の復興状況を整理比較し、実装状況と課題を明らかに
した。市場を活用するニューオリンズでは市場価値が低い土地の復興でマルチステークフォルダーの力を借りなければ
ならず成果の不確実性を甘受し、対口支援で図早い復興を遂げた四川では被災自治体の自主性を獲得出来るよう省外支
援から省内支援に転換、インドネシアでは地域コミュニティを活用した現金給付と海外支援団体による大型復興が組み
合される等、各実装手法に被災者の自律的復興を既存社会資本の活用で支える仕組みが内包されていた。

研究成果の概要（英文）：The lesson of the reconstruction from Great East Japan Earthquake is that a 
bottleneck process of reconstruction would often happen at the implementation of the plan. On this study, 
we compared three different disaster affected areas; New Orleans, Sichuan, Jogjakarta. We uncovered the 
relationship between stake holders and the problem against the implementation. In New Orleans, the 
government tried promote reconstruction with real estate market, so around low market potential area, 
they could not but collaborate multi-stakeholders. In Sichuan, the government applied the counter 
assistant system, however, they faced a difficulty for encourage these independencies of affected areas. 
In Jogjakarta, the government vitalized the potential of the community with distributing the fund. To 
cancel the bottleneck, they cultivated the existing social resource.

研究分野：建築計画学
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１．研究開始当初の背景 

 研究に着手した当初は、東日本大震災の発

災から二年を経過し、復興における問題点が

少しずつ見えて来た時点であった。L1 防潮堤

の海岸線への建設に加え、広範な災害危険区

域を指定して住宅移転を図る今回の復興方

法は、財政的負担と効果の面において懸念を

示されていた。また、策定した復興計画を実

行する段階でも様々な課題が顕在化したが、

復興交付金事業の展開において、適応される

地域社会の個別性への不整合が課題にもな

っていた。この懸念は、地域固有の社会資本

を念頭に置いた復興の在り様があるのでは

という声に繋がるとともに被災者の自律的

復興の観点からも意義があった。 

しかしながら、既存の社会資本を援用しつ

つ復興を実装するという概念が、どういった

内容を具備するべきかを考えるには、まず我

が国の制度や社会体制を相対化する視座が

必要であり、国内だけでの議論では限界があ

った。本研究で、同様に巨大災害に見舞われ

た諸外国において、復興計画がどのように実

装されて行ったかを比較・考察しようとした

背景には、こうした状況が存在した。 

 

２．研究の目的 

 研究は、個別解の域を出ない各自の復興計

画策定技術を共有可能な論理にまとめ上げ

るものである。 

 具体的には、(1)復興計画の策定、(2)復興

計画の実践、(3)復興環境の評価、の 3 フェ

ーズを比較しながら、(1)では計画策定・受

容における障害。(2)では計画と実際とのか

い離の整理。(3)は既存環境にどう接続され、

受け入れられたかを精査する。現状や記録に

対する事後評価に留まらず、むしろ出来なか

ったことを拾い上げ、復興の過程や復興空間

と既存空間との接続面、などについて多面的

に評価することを目指している。最終的には、

上手くいかない所が出ることを前提とした

ロバストな復興実践を支える、動的な空間構

成の理論の構築を目指している。 

 

３．研究の方法 

 それぞれの地域を訪問し、(1)既往研究の

縦覧とその整理・分析、(2)復興進捗状況の

確認、(3)地理的関係性の把握と(4)復興に関

わるステークホルダーマップの作成、(5)フ

ィールドサーベィと(6)ステークホルダーへ

のインタビュー、(7)まとめという各段階を

オーバーラップさせながら研究を展開する。 

 

４．研究成果 

 具体的に状況を解明した知見の部分とそ

れを元にどのようなことが言えるかを整理

した考察の部分に分けて記述する。 

 

（1）知見 

①法的枠組み 

アメリカ：スタフォード法と緊急援助法、さ

らには災害ごとに設定された法律から構成

されているが、前者の存在によって民間組織

を含んだ災害調整の権利が保障されている。

FEMA(連邦政府危機管理局)は命令系統が統

合された実働組織であり、Whole Community 

Approach の考え方に基づき、政府組織だけで

なく世帯やNGOなどの役割も組込まれている。

HUD(都市住宅開発省)系の長期的住宅・コミ

ュニティ再生を担う枠組みも存在する。 

インドネシア：スマトラ沖、ジャワ中部地震

を経て 2007 年に防災法が成立し、調整機関

である BAKORNAS PB から実施機関である BNPB

に組織替えされた。地方局としての BPBD の

整備も進められ、枠組みは整ってきているが、

災害管理能力は発展途上にある。 

中国：中華人民共和国防災減災法が、ウェン

川地震後に調整されている。これに基づいて

設けられた抗震救災総指揮部が緊急援助を

行う一方で、復旧と復興は防災減災法と抗震 

救災総指揮部の行政命令に基づいて実施さ 



れる。基本的に作業はトップダウンで実施さ 

れる。 

②復興の概要 

アメリカ：ニューオリンズにおいては、市場

価値を基に建替え支援を行う Road Home 

Program(RHP)や税制優遇が基本で、市場性の

ある住宅は再建しやすい。中間的な場所は市

再開発局が再開発を行って投資を誘導して

いる。一方、市場性が低い場所では再建が進

まず、マルチステークフォルダーである NGO

が住民を支援している。今回の調査で、それ

らNGOは提供サービスや経営環境は多様であ

り、相互にすみわけもしている関係から、地

域の復興の質が彼らのパフォーマンスに依

存する不安定さが明らかになった。 

インドネシア：地震災害であるジョグジャカ

ルタでは、地域コミュニティに現金を直接給

付し集落単位の自力再建を後押ししていた。

津波災害のアチェでは、国際的な支援を大々

的に活用し、海外からの大口支援者を一部競

わせながらも実質的な復興の利を得ていた。 

中国：この国特有の災害復興方法である「対

口支援」はウェン川地震において初めて本格

的に用いられたが、被災自治体の独自性や復

興後の経済的自律性の担保の意味から、ウェ

ン川、玉樹、芦山と年代が若くなるごとに、

省外の大型自治体の支援から国有企業の活

用や省内の自治体間支援に移行している。 

③ファイナンス 

アメリカ：連邦政府の特別歳出で、支援主体

となる専門機関(FEMA,HUD)に直接配分。地方

政府への配分は、FEMA の DRF や HUD の CDBG

を経て行われる。連邦とその関連機関、州政

府、地方政府という厳格な三段階が存在。 

インドネシア：税源は、1)政府予算、2)外国

政府・国際機関資金、3)NGO や団体からの寄

付に分けられる。MDF や RANTF といった 2)と

3)の資金を調整する枠組みが用意され、これ

に合わせて予算も i)on-budget/on-treasury、 

ii)on-budget/off-treasury、iii) off- 

budget/off-treasury の三系統に区分。 

中国：1)緊急救援段階、2)回復段階、3)発展

段階の三つに分けられ、1)は中央財政応急救

災資金と一般からの社会寄付金、2)は、中央

財政資金に加えて、地方自治体財政資金、社

会寄付金、銀行ローン、企業融資などが混在。

対口支援の資金ウェン川地震では支援自治

体の別会計だったが、後に多様な資金フレー

ムに組み込まれる。3)は地方自治体による。 

 

（2）考察 

①ステークホルダー：財政力の無いインドネ

シアでは海外の大口ステークホルダーを積

極的に取り込む予算調整枠組みが存在し、住

宅市場を活用するアメリカでは市場が機能

しない所を補完するためNGOという小さな組

織が活用されていた。中国は地方政府間のや

り取りとなるが、それでも近年、企業などの

組込みなど多様化がすすめられている。 

②社会資本の活用：既存コミュニティへの現

金給付を行っているジョグジャカルタが最

も社会資本を活用していたが、アチェのよう

なそれが弱いところでは、全く別な戦略が取

られている。アメリカにおける NGO の位置づ

けも社会資本の活用と見て取れるが、そこで

は平等性の担保よりも多様性の確保という

コンセプトが優越している。 

③中間的組織の必要性：中国は地方自治体の

自律性を確保する方向に運用を変化させて

おり、インドネシアでは、自治機能を持つ集

落コミュニティがそうした中間項の役割を

果たしていた。それぞれの世帯の自律性を重

視するアメリカであるが、市場性が成り立た

ない場所では、NGO を中間項として徴用する

ことで補完を計っているが、NGO の質に復興

の内容が左右されるなど課題も多い。 
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